
3.11 を忘れない  みやぎ生協から被災地・宮城のいまをお伝えします      

 

第 34 回 2016 年 6 月 5 日 

～ひとの復興～ 

被災者であり支援者でもある被災自治体職員の心のケア 
 

災害で住民支援の「公助」を担うのは自治体の行政職員です。東日本大震災でも、職員は自身が被災するな

か住民の避難生活のために不眠不休で働きました。直後の混乱を乗り越えた後は復旧復興に伴う業務に忙殺され

る日々が続きました。 

 

被災者でありながら支援者でもある行政職員の苛酷な状況は、心身の不調や自死のリスク増につながるとの指摘

があります。（社）宮城県精神保健福祉協会「みやぎ心のケアセンター」はこれを踏まえ、被災者への支援と同時に

行政職員など“支援者への支援”を行なっています。 

同協会気仙沼地域センターの片柳光昭さんは「多くの行政職員は少なからず 

被災をしているが、行政職としての役割を果たさなければならないという使命感 

も強く、そこで葛藤が生まれ、心身の不調に繋がることもる」と言います。 

支援者として住民の不安や苛立ちを正面から受け止めるのですが、そのことが 

継続することでストレスとなって蓄積されてしまう場合があります。地域住民のみ 

ならず行政職員の中でも、サバイバーズギルト（生き残った罪悪感）にとらわれ

て健康状態を悪化させる人、本音を吐けない人や最近になってようやく被災

体験を話せるようになった人もいます。センターでは丁寧なケアを重ね、精神

的な健康の回復に導いたり、休職していれば復職へとつないだりしています。 

5 年経ち、阪神・淡路大震災や新潟県中越大震災には無かった課題も

見えてきました。「これほど復興が長期にわたる震災は今回が初めてです。震

災後 7 年、8 年と続くと予測される復興業務の過程で精神的な疲弊がどう進んでいくのか気になります」。また片柳さ

んは、今後入職する若い行政職員にも注意を向けています。「彼らは行政職として震災対応を経験していません。

復興業務にあたったときどうストレスを感じていくのか、他自治体からの応援職員へのケアも含めてしっかりサポートして

いかなければなりません」。 

 

被災自治体の人手不足は復興のピークを迎えたいまも解消されず、行

政職員には過重な負荷がかかっています。「支援者が健康でない限り十

分な被災者支援はできない」という考えは阪神・淡路大震災の大切な

教訓です。それは熊本地震でも同様でしょう。被災自治体職員の心のケ

アは被災地が「ひとの復興」を果たしていくための重要な課題なのです。 

 

 

▲（社）宮城県精神保健福祉協会みやぎ心のケアセン

ター「気仙沼地域センター」の皆さん。気仙沼市と南三

陸町で定期的に職員向けの相談会を設けています。 

中央が片柳光昭さん。 

▲災害公営住宅の建設や道路建設、用地買収など復興業務は今後も続きます。気仙沼市内湾地区に建設中の災害公営住宅。


